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京者卜府 地球温峻化対策条例第 18条第 1填 (第18粂第2項 、昴 18条第 3項)の 規定によ り提 出 しま
‐

特定事業者の
主たる業祉

半導体 。電子部品の製造、lla売

該当する事業
者要件

〃 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネ々ギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上】)                 .
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
スはバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京者卜府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3000トン以上))

1

骸

言1 口  期  間 平成 1 8年 4月 平成 20 年 3月

基 本 方 針
鞠崎

°―消費によるC02」F出量はユ初キモ消費効率の改善により原単位で年率跡の削減、及びPFC等の温室効果
"ち排出量は除害装置の設置や代替ガスにより総逮で年率10%の肖U減

推 進 体 制
社内の省材'・―専門部会と地球YFD暖化ガス専門部会により具体的な実施計画を作成し、社内展開をはか
り、環境保全対策専P母委員会で毎月その進捗を確認。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

年 度 備 、 対 象 、 工程 等 司  四  内  容

18～ 19 製造部門 生産設備の冷却水温度を20℃から32℃に変更し、使用電力量を450M胡1/年削減

〃 生産設備毎にPFCガス除害装置を設置し、設備毎の排出量を9は削減

18-19 〃 PFい
や
スの温暖化係数の低い代替)・ス(C3酌)の評価及びその導入

温室効果 ガス

の排出量等 排出区分
途弾年度 (実額 ,

(17)年 度
〈二酸化炭素換算 〈t))

H供 年度 (Hl四,

(19)年 度
〈二酸イヒ炭兼強算 (1))

白U阪挙

(計画)
(3/3)

A事 業所等」F出区分 49,323 t 51,875 t 52 %

B輸 送車両排出区分 t t
C/s

Cそ の他排出区分 86,290 1 53,343 t -38 2 3/c

排出合計 ■1               135,613 t 2            105,218 t -224 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (rr画)

収 ユ量 等 (二酸化炭素張算 (1

森林の保全及び整備 〈理姉面積〕 (吸収量) t

府 内産の本材 の布J用 〈利用ヨ) m' (削減畳〕 t

自然エネルギーを秀J用した電
力又は熱の供給

〈先電i) 〈削減重) t

〈熱供給■) (削減量) t

グツーン電力の購入 〈購入重) kwh 〈削減 EL) t

削減畳等合計 t

差 引排 出量

(排出合計― りヽ減宰合BⅢ)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
ヤ1         ノ 3rb/よ  t ・。・い    /″ す'′思  t

―クタチ %

特 記  事  項 弊社ではエネルキt消 費によるC02排出量は1990年を基準とし、原単位で2010年に25%以上消J減、PFC等の流室

効果がス排出量は1995年を基準とし総量で2010年に10%以上削減 としている。エネルキ
S―

消費は生産 売上の

益々の増力‖により総量削減は厳 しい状態にあるが、実質生産高原単位での2004年実績は1990年比25%削

減、2007年度30%出」減 日標。1998年にIS014001EMSを導入以 4、 あらゆる省エネ活動を全社展開中、さらにダ
いボルなC02吸収対策 として汁ストラサアに1000haの植林を展開中。

連  絡   究 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

湾:l弦 当する□には、レFllを記入してください。けた才来4‐以タトで白主参加されるJ「鉾者の方は、レ印の紀人は不要です。

2 rと 11年rJと は'1画〕Mぃ,の前4iFを、 「旧小年度Jと は刑問llいの最終イF度をいいます。

3「 可r来所年,卜出区分Jと は オ ll!/1内のJr栄つF守のtr業活Illのためのエネルギーのlt加に4Hい発生するi蛇生力共/4/スを 「輸送JL F,柳Hl■分J
とは、白IルⅢjJFtt lF来者についてけltЛ〕の本把の位世を,t輛Ⅲけ内とするJinうのコ1出する温ユ効共〃スを ,道 ヨヽ業者について1■'t行する貨物■
〕5Xは旅4■ Ⅲのリト出する'はζ勿米ガスを、 「そのlt"IH」に分Jと は、■に以外のメ加lf内におけるJ予業所等の車業lr JJJに伴い発生すかi生//11

採〃スをいいます。
4「 竹把J'項」には、平成2年度 (1990ケ FF)を 基1ととしたtl」1■の対立や「rネルギー原単位C Or排出立、省エネ製1■,日発など他者のi巳ユ

j/1J夕とガスリト出HJ滅への責HA グ ツーン嗣出の家川、特定フロンなどの4例 析た外の減室勿採ノスの削減などを記入してください。


